
１・３ 平成 17 年度政策金融制度および海運関係予算

平成 17 年度予算については、国土交通省をはじめとする関係省庁が平成 17 年度予

算概算要求事項を 16 年 8 月末に決定し、財務省に対して要求を行っていたが､12 月

24 日の閣議において政府予算が決定された。

このうち、外航海運に関連する流通効率化・貿易物資安定供給のための財政投融資

（日本政策投資銀行）については 518 億円を要求した。当初、国土交通省／財務省間

の折衝では政策金利の見直し等融資条件面で厳しい提案があったが、最終的に決定さ

れた政府予算では融資条件は現状通りとされた。

なお、海運向け融資は新しい枠組みである広域ネットワーク整備枠 2,390 億円の中

で対応されることとなった。（但し、海上輸送関連施設整備事業については、地域経

済振興枠 1,400 億円で対応）

変更概要は以下の通りである。

（旧） （新）

環境対策・生活基盤 地域再生支援

交通・物流ネットワーク 広域ネットワーク整備

流通効率化・貿易物資安定供給 広域ネットワーク整備

・海上輸送基盤施設整備事業 ・広域ネットワーク整備事業

（外航船舶関係）

・海上輸送関連施設整備事業 地域経済振興

（倉庫、荷捌施設等） 地域経済振興

・地域再生基本指針に基づく事業


